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1.  平成22年12月期第1四半期の連結業績（平成22年1月1日～平成22年3月31日） 

（注）当社は、平成21年12月期第１四半期の連結財務諸表を作成していないため、平成21年12月期第１四半期の数値及び対前年同四半期増減率は記載
しておりません。 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期第1四半期 653 ― 105 ― 105 ― 54 ―
21年12月期第1四半期 ― ― ― ― ― ― ― ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年12月期第1四半期 13.54 ―
21年12月期第1四半期 ― ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期第1四半期 1,569 1,243 77.5 305.29
21年12月期 1,671 1,223 70.9 296.80

（参考） 自己資本   22年12月期第1四半期  1,215百万円 21年12月期  1,185百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年12月期 ― ― ― 7.00 7.00
22年12月期 ―
22年12月期 

（予想）
― ― 8.00 8.00

3.  平成22年12月期の連結業績予想（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
第２四半期連結累計期間の対前年同四半期増減率については、平成21年12月期第２四半期連結累計期間の連結財務諸表を作成していないため、記載
しておりません。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

1,267 ― 166 ― 173 ― 86 ― 21.53

通期 2,828 30.4 459 15.3 465 15.5 241 11.2 60.36



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
[（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。] 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

[（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。] 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

（注）平成21年７月１日をもって当社普通株式１株を200株に分割いたしました。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期第1四半期 3,999,200株 21年12月期  3,999,200株
② 期末自己株式数 22年12月期第1四半期  16,200株 21年12月期  5,200株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年12月期第1四半期 3,990,357株 21年12月期第1四半期  19,996株



当第１四半期連結会計期間（平成22年１月1日から平成22年３月31日まで）におけるわが国経済は、景

気対策等による企業業績に回復の兆しが見られるものの、個人消費については依然として、冷え込みが続

いています。  

 当社が属するインターネット市場は、利用人口こそ飽和状態を迎え、増加に鈍化がみられますが、ブロ

ードバンド回線の高品質化や携帯電話を使った高速通信等、インターネットを取り巻く環境は日々変化し

ております。 特に、インターネット環境の向上に伴い、自前でシステムを構築することなく、低いコス

トで高いセキュリティを実現できるクラウドサービスに注目が集まっています。  

 このような状況の中、当社においては、クラウドサービスへの注目の高まりや、昨年行ったセールスパ

ートナー制度の見直しが奏効し、主力サービスSynergy!の売上が順調に推移しました。  

 また、昨年7月に子会社化した株式会社ビーネットでは、当社と一体となり受注業務の効率化等を進め

た結果、ＥＣショップ向けの売上が順調に増加しました。  

 以上の結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は653,866千円、営業利益は105,191千円、経常利益は

105,603千円となりました。  

  

事業の種類別セグメントの業績は、次の通りであります。  

① クラウドサービス事業  

 クラウドサービス事業は、昨今のクラウドサービスに対する関心の高まりを背景に、主力サービス

Synergy!の低コストで導入可能な利点を訴求し、企業の経費削減のニーズを取り込んだ営業活動を展開

し、新たな顧客の開拓に努めました。  

 以上の結果、売上高は242,374千円、営業利益は90,942千円となりました。  

  

② エージェント事業  

 エージェント事業は、当社クラウドサービスを利用している既存顧客に対して、システム開発やメール

配信代行、広告代理店等の受託業務の提案を行っており、売上高は164,711千円、営業利益は2,234千円と

なりました。  

  

③ eホールセール事業  

 eホールセール事業は、連結子会社である株式会社ビーネットがＥＣショップ向けに商品の卸売りを行

う事業であり、売上高は246,780千円、営業利益は18,470千円となりました。  

  

 なお、当社グループは、当第１四半期連結会計期間から事業の種類別のセグメント名称を変更してお

り、変更後のセグメント名称により記載しております。変更の内容につきましては、「５．四半期連結財

務諸表 （５）セグメント情報」に記載のとおりであります。  

  

（資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて145,217千円減少し、617,755千円となりました。これは、未

払法人税等や配当金の支払、子会社株式の追加取得等により現金及び預金が69,657千円減少し、有価証

券が49,045千円減少したことなどによります。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて43,287千円増加し、952,009千円となりました。これは、主

に当社サービスの自社開発ソフトウェアが増加したのが要因であります。 

 この結果、総資産は、1,569,765千円となりました。 

（負債） 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて113,834千円減少し、274,276千円となりました。これは、未

払法人税が89,390千円減少したことなどによります。  

【定性的情報・財務諸表等】

1. 連結経営成績に関する定性的情報

2. 連結財政状態に関する定性的情報



固定負債は、前連結会計年度末に比べて8,000千円減少し、52,000千円となりました。これは、長期

借入金を8,000千円返済したことによります。  

 この結果、負債合計は、326,276千円となりました。 

（純資産） 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて19,903千円増加し、1,243,489千円となりました。これ

は、主に利益剰余金が26,078千円増加したことなどによります。 

  

平成22年12月期の第２四半期連結累計期間及び通期の連結業績予想につきましては、第１四半期におけ

る業績が概ね順調に推移しているため、現時点では平成22年2月10日発表しました予想から変更はありま

せん。 

  
  

該当事項はありません。 

  

固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定す

る方法によっております。 

  

工事契約に関する会計基準の適用 

受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準については、従来、検収基準を適用しておりました

が、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当第１四半期連結

会計期間より適用し、当第１四半期連結会計期間に着手した受注契約は、進捗部分について成果の確

実性が認められる受注契約については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の受注契約については検収基準を適用しております。 

 なお、この変更による損益に与える影響はありません。 

  

3. 連結業績予想に関する定性的情報

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



5.【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 301,010 370,668

受取手形及び売掛金 266,734 284,531

商品及び製品 8,202 7,724

仕掛品 3,608 6,286

繰延税金資産 5,140 12,517

その他 37,262 84,759

貸倒引当金 △4,203 △3,514

流動資産合計 617,755 762,972

固定資産   

有形固定資産 67,270 58,582

無形固定資産   

のれん 245,494 243,454

その他 114,735 95,220

無形固定資産合計 360,229 338,675

投資その他の資産   

投資有価証券 442,186 425,039

その他 85,504 89,105

貸倒引当金 △3,181 △2,679

投資その他の資産合計 524,509 511,464

固定資産合計 952,009 908,722

資産合計 1,569,765 1,671,695

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 67,608 88,233

1年内返済予定の長期借入金 32,000 32,000

未払法人税等 41,983 131,373

その他 132,684 136,503

流動負債合計 274,276 388,110

固定負債   

長期借入金 52,000 60,000

固定負債合計 52,000 60,000

負債合計 326,276 448,110



(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 333,300 333,300

資本剰余金 235,300 235,300

利益剰余金 686,059 659,980

自己株式 △8,449 △2,735

株主資本合計 1,246,209 1,225,845

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △30,238 △40,424

評価・換算差額等合計 △30,238 △40,424

少数株主持分 27,518 38,163

純資産合計 1,243,489 1,223,585

負債純資産合計 1,569,765 1,671,695










